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1―スタートアップへの期待
　持続的な経済成長の推進役として、ス

タートアップに掛かる期待は大きい。当初、

分配重視の方針を掲げた岸田政権も、骨

太では成長重視の姿勢をより強く打ち出

し、その柱の1つにスタートアップ育成を

掲げた。

　未踏の分野に果敢に挑むスタートアッ

プは、イノベーションを生み出す主体とし

て優れている。独自のアイデアや革新的な

技術をもとに新たなビジネスモデルを構

築し、現時点では顕在化していない需要や

欲求を掘り起して、新たな市場を開拓して

行く。スタートアップは、人口減少や少子高

齢化、労働生産性の低迷といった課題を

多く抱える日本で、長期停滞を打破するカ

ギとなり得る。

2―岸田政権の「5か年計画」
　スタートアップの育成は、安倍政権や菅

政権でも成長戦略として強化されてきた

重要政策でもある。2021年10月に発足し

た岸田政権は、両政権の取組みを継承し

たうえで、さらに支援を強化する。

　具体的には、スタートアップの成長に欠

かせないリスクマネーのシームレスな供

給、大学等での研究開発力の底上げ、イノ

ベーションを生む環境の整備、産学官の

連携を創業につなげる仕組みの構築、教

育機関での起業家育成から事業化に向け

た支援・施策の充実まで、網羅的に施策を

展開していく。

　岸田政権は、今年2022年を「スタート

アップ創出元年」と位置づけ、今後5年でス

タートアップ（への投資額）を10倍に増や

すことを目指す。省庁横断でスタートアップ

への支援を強化するため、司令塔役となる

スタートアップ担当大臣のポストも新設さ

れた。担当大臣は、支援政策全体の枠組み

を示す「スタートアップ育成5か年計画」の

策定と、その実行を担う。政府はロードマッ

プに沿って、規制・制度改革を着実かつ計

画的に進め、世界に伍するスタートアップ・

エコシステムを作り上げていく構えだ。

3―起業に向かうインセンティブ設計
～「エンジェル税制」拡充という論点～

　今後「5か年計画」への反映が期待され

る論点の1つに「エンジェル税制」の改善

に向けた措置の検討がある。

　エンジェル税制は、スタートアップへの

投資を促すため、スタートアップに投資を

行った個人投資家に対して、税制上の優

遇措置を行う制度である。1997年の制

度創設以来、累次の改正を重ね、同制度を

利用した投資実績は、年間約40億円程度

（2018年時点）と、およそ20年の間に約

54倍に拡大してきた。

　ただ、欧米の同様の制度と比較すると、

税制面の優遇規模や対象範囲は、見劣り

することは否めない［図表］。

　例えば、世界を牽引するスタートアップ・

エコシステムのある米国では、初期段階の

スタートアップに投資して、5年以上株式

を保有すれば、売却時のキャピタルゲイン

は年間1,000万ドル（約13.6億円）まで免

除される。

　これは、日本に比べて優遇規模が桁違

いに大きいだけでなく、起業家や従業員も

利用できるため、起業成功時のインセン

ティブを高める制度となっている。

　また、世界第2位のスタートアップ・エコ

システムを擁する英国には、個人がファン

ドを通じて間接投資する際に利用可能な

優遇制度もある。

　エンジェル税制の優遇規模や対象範囲

の拡大は、リスクを取って挑む起業家のイ

ンセンティブを高めるだけでなく、シリア

ルアントレプレナーの増加や、起業家から

エンジェル投資家への流れを強化し、創業

期の資金調達や経営を補助する人材・組

織を強化する。支援政策として検討が進む

ことを期待したい。

4―大胆かつ継続的な取組みを
　研究開発型のスタートアップの育成やエ

コシステムの構築には時間が掛かる。短期

に終わらない長期の支援が不可欠だ。こ

れから策定される「5か年計画」は、そのた

めの中期戦略となる。この機会に、将来の

礎となるような制度が構築されることを

期待したい。
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